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尖閣諸島沖における中国漁船接触事件。 
尖閣諸島は日本固有の領土であり、日本・中国間には領土問題は存在
しない。法と国際秩序に則り日本の領土、国民の生命財産を守るため
に全力を尽くします。 
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尖閣諸島問題への 

山崎誠の提言 

１. 尖閣諸島は日本の領土であり、日中間に

は領土問題が存在しないことを国内外に

徹底的に発信し理解を得ること。今後も

国 内 法 に 抵 触 す る 事 態 が 発 生 し た 場 合

は、逮捕等国内法に定める対応をとるこ

とを事前に明確にする。 

２. 民主党政権は日本の国土と日本国民の生

命財産を守るために、外国からのいかな

る圧力や干渉に対しても、法と国際秩序

にのっとり断固たる対抗措置をとること

を確認する。 

３. 日本国全体の国益を考え、中長期的な視

野に立ちバランスのとれた意思決定を行

う。緊急事態に際しても、軍事的な衝突

を避けるよう、あらゆる措置を講じる。 

４. 日本の危機管理体制を抜本的に見直し、

緊急事態への対応力を強化する。 

５. 近隣諸国、友好国との外交関係、経済関

係等のネットワークを強化し、対中国を

想定した包囲網の構築を進める。 

６. 中 国 と の 経 済 関 係 に つ い て 現 状 を 分 析

し、速やかに中国に過度に依存する状態

からの脱却をはかり、健全な相互依存関

係を構築する。 

７. 文化、学術等の分野の人事交流、観光事

業については継続し、中国との多面的な

人的ネットワーク構築をめざす。 

海上保安庁資料より 
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尖閣諸島の問題について、一期生有志で以下のような意見書をまとめ菅総理に９月３０日提出しました。私の提案

も含めメンバー間で議論し、まとめた５項目です。 

１．領土を守る国家としての強固な意志を示すこと 

国家の三要素は領域、主権、国民であり、それを守ることが政治の最大使命であることから、日本固有
の領土である尖閣諸島を警備・防衛両方の観点から強固な意志をもって守ることを求めます。同様に現在
民間邦人が拘束されており、その即時釈放と早急な解決に全力を尽くすことを強く求めます。 

２．日中関係の新たなシナリオ作りを急ぐこと 

船長釈放以降も謝罪や賠償要求など強硬な姿勢を貫き、レアアース禁輸や貨物検査強化などの制裁措置
を強行する中国に対して国民の多くは不信感を抱いています。日中関係は重要であり、文化、学術等の分
野の人事交流、観光事業については継続し、中国との多面的な人的ネットワーク構築をめざすべきです
が、国益を損ねることに繋がることのないよう再点検・再検討することを求めます。また、中国との意思
疎通においては、外務省ルートだけに依存せず、党や個々の議員など様々なチャネルを通じた外交ルート
構築の推進を求めます。 

３．中国周辺諸国等との戦略的外交を構築すること 

日中外交は二国間だけの問題ではなく、周辺諸国にも大きな影響を及ぼします。今回の事案が日本の国
力低下や外交の敗北につながることがあってはなりません。アジア欧州会議（ＡＳＥＭ）に菅首相が出席
して尖閣諸島に関する日本の立場を表明することが重要であることはもちろんのこと、政府は直ちに周辺
諸国との対話を進め、本件に関する日本国の主張が正当であることの理解を求め、国際世論において勝利
するべく全力を尽くすことを求めます。また、資源を特定の国に依存することのリスクに鑑み、常日頃よ
り資源外交を戦略的に進めることを求めます。 

４．検察の政治判断を許さないこと 

独立性を持つ準司法機関である検察が、「日中関係を考慮して」処分保留のまま被疑者である中国人船
長を政治判断のもとで釈放し、さらにその判断を政府が追認したことに国民の多くは疑問を感じていま
す。検察の信頼が強く問われる今日、政府は検察の政治判断を許さず、粛々と法と事実に則った検察行政
を行うことを強く求めます。 

５．今後同様の事件が生じた場合の対応策を早急に講じること 

釈放された中国人船長が再度漁業行為を行う意思を表明していることからも、今後も同様の事件が生じ
る可能性は否定できません。海上保安庁、外務省、防衛省、検察庁などの関連省庁に対し早急な危機管理
対応策を講じるよう指示するとともに、インテリジェンス機能の強化などを含めた総合安全保障政策の見直しの機
会として捉えることを求めます。 


